
平成 7年国勢調査結果の概要（その 4） 

 

 平成 7年 10月 1日現在で実施された国勢調査の従業地・通学地集計のうち,北九州市に関する結果の概要

を取りまとめたものである。  

 

1 昼間人口  

 平成 7年の 間人口は，1,058,927人，夜間人口比率は 103.9であった。これを平成 2年と比べると，昼

間人口は 9,458人(0.9%)，昼夜間人口比率は 0.6ポイントそれぞれ減となった。  

 

 図－1 昼間人口及び昼夜間人口比率の推移 

 

 昼間人口と昼夜間人口比率の推移を見ると，昼間人口は昭和 55年を昼夜間人口比率は昭和 50年をそれぞ

れピークとして減少している。昼間人口は昭和 55年の 1,121,011人と比べると 62,084人の減少で，これは

この間の 間人口の減少 45,051人を 37.8%上回る結果となった。  

 

注 1：「昼間人口」とは，常住地からの通勤・通学による流入・流出人口を加減して算出した「従業地・通学

地による人口」である。算出は次式による。  

北九州市の昼間人口＝北九州市の常住人口－  

北九州市からの流出人口＋北九州市への流入人口  

（ここで用いる流入・流出人口には 15歳未満の者も含まれる。）  



注 2：「昼夜間人口比率」は次式により算出される。  

北九州市の昼夜間人口比率＝（北九州市の昼間人口／北九州市の常住人口）×100  

 

注 3：「夜間人口」とは，常住人口のことであるが従業地・通学地集計における常住人口及び昼間人口には年

齢不詳の者を含まない。  

 

表－1 昼間人口及び昼夜間人口比率の推移  

 

 

 区別に昼間人口を見ると，小倉北区が最も多く 268,388 人(全市の昼間人口に占める割合 25.3%)，次いで

八幡西区 246,204人(同 23.3%)，小倉南区 173,385人(同 16.4%)と続いている。平成 2年調査と比べると，

小倉南区 10,458人(6.4%)増，若松区 2,357人(2.8%)増，八幡西区 371人(0.2%)増の 3区で増加したものの，

小倉北区 7,442人(2.7%)減，八幡東区 6,342人(6.8%)減など 4区で減少した。  

 昼夜間人口比率が 100を超えているのは，小倉北区 138.5，戸畑区 123.5，八幡東区 101.6の 3区であっ

た。また，平成 2年と比べて昼夜間人口比率が上昇したのは，門司区，小倉北区,小倉南区，戸畑区の 4区で

あった。  

 

表－2 行政区別昼間人口 

 

 この結果を見ると，商工業の集積が進んでいる区には就業者・通学者が流入し，その周辺の住宅地域とな

っている区からは流出していることが読み取れる。これは,前回調査においてもも同様であった。  



2 流入・流出人口  

(1) 流入人口 

 昼間に就業・通学のために市外から流入する人口は，通勤者 69,994 人，通学者 16,782 人の合計 86,776

人となり，平成 2年調査と比べて 2,892人(3.4%)の増であった。  

 流入人口のうち通勤者を年齢別に見ると，45～49歳の 10,678人が最も多く，次いで 50～54歳の 10,133

人となっている。この 2階級で流入通勤者の約 3割を占めている。通勤者のうち男は 51,981人，女は 18,013

人となっている。  

 

表－3 常住地又は従業地による年齢(5歳階級),男女別 15歳以上就業者数   

 



(2) 流出人口  

 市外へ通勤・通学のため流出する人口は，通勤者 38,693 人，通学者 8,053 人の合計 46,746 人となった。

これを平成 2年調査と比べると，8,510人(22.3%)の増であった。前回の増加率 24.8%と比べ増加の幅はやや

下回ったものの，依然として 20%を超える増加が続いている。  

 流出人口のうち通勤者を年齢別に見ると，45～49歳の 5,593人が最も多く，次いで 25～29歳が 4,928人，

40～44歳が 4,822人などと続き，20～49歳の階級で全体の 7割以上を占めている。市外への通勤者のうち

男は 29,088人，女は 9,605人となっている。  

 

3 市内に常住する通勤・通学人口  

 平成 7年 10月 1日現在に本市に常住する 15歳以上就業者は 469,396人で，このうち自宅で従業する者は

38,789人，自宅外で従業する通勤者は 430,607人となった。また，15歳以上通学者は 74,991人で 15歳以

上の通勤・通学者は併せて 505,598人となった。  

 この結果を平成 2年調査と比べると，通勤者は 28,647人(7.1%)増，通学者は 5,693人(7.1%)減で，合計で

は 22,954人(4.8%)の増であった。自宅で従業する者は，前回調査では 3.0%増加していたが今回は 25.0%の

大幅な減となった。  

 

表－4 従業地・通学地別 15歳以上就業者・通学者数 

 

 

(1) 従業地別通勤者  

 市外で従業する通勤者は平成 2年調査と比べ 8,000人(26.1%)増の 38,693人となった。このうち福岡県内

への通勤者は 32,898人となり，市外で従事する通勤者総数に占める割合は 85.0%であった。  

 これを従業地別に見ると，福岡県内では福岡市の 8,376人(市外で従事する通勤者総数に占める割合 21.6%)

が最も多く次いで苅田町 4,766人(同 12.3%)，中間市 3,070人(同 7.9%)と続いている。県外への通勤者 5,795

人のうち 63.3%(3,671人)は山口県へ通勤している。  

 平成 2 年調査と比べると，福岡県内への通勤者が 7,243 人(28.2%)増となったのをはじめ，福岡市 1,770

人



であった。これを産業大分類別にみると，自宅従業者は卸売・小売業,飲食店の 13,014人(自宅従業者に占め

る割合 33.6%)が最も多く，次いでサービス業 10,442人(同 26.9%),建設業 5,660人(同 14.6%)と続いている。

自宅外の市内従業者では卸売・小売業,飲食店の 103,032人（市内自宅外従業者に占める割合 26.3%）が最も

多く，次いでサービス業 102,716 人(同 26.2%)，製造業 72,004 人(同 18.4%)，建設業 44,965 人(同 11.5%)

と続いている。  

 市外で従業するもの 38,693 人を産業大分類別に見ると，製造業が 10,193 人(市外従業者に占める割合

26.3%)と最も多く，次いでサービス業 8,535人(同 22.1%),卸売・小売業,飲食店 7,766人(同 20.1%)と続いて

いる。  

 市外就業者の最も多い製造業をその従業地別に見ると，苅田町の 2,913人(製造業の市外就業者に占める割

合 28.6％)が最も多く，次いで直方市 1,011人(同 9.9％)，中間市 778人(同 7.6％),宮田町 670人(同 6.6％)と

続いている。  

 

4 市内で従業・通学する通勤・通学人口  

 平成 7年 10月 1日現在で本市で従業する 15歳以上就業者は 500,697人で，このうち自宅で従業する者は

38,789人，自宅外で従業する通勤者は 461,908人となった。また，15歳以上通学者は 83,229人で 15歳以

上の通勤・通学者は併せて 545,137人となった。  

 この結果を平成 2年調査と比べると，通勤者は 22,564人(5.1%)増，通学者は 5,393人(6.1%)減で，合計で

は 17,171人(3.3%)の増であった。  

 

表－5 常住地別 15歳以上就業者・通学者数 

 

 

(1) 常住地別通勤者  

 市外からの通勤者は平成 2 年調査と比べ 1,917 人(2.8%)増の 69,994 人となった。このうち福岡県内に常

住する通勤者は 61,181人となり,市外からの通勤者の 87.4%を占めている。  

 これを常住地別に見ると，福岡県内では中間市の 9,665 人(市外からの通勤者に占める割合 13.8%)が最も

多く，次いで水巻町 6,227人(同 8.9%)，行橋市 6,099人(同 8.7%)，宗像市 4,175人(同 6.0%)と続いている。

福岡県外からの通勤者 8,813人のうち 66.5%(5,860人)は山口県からの通勤者である。  

 平成 2年調査と比べると，水巻町からの通勤者が 490人(8.5%)増となったのをはじめとして，福岡市 475



人(18.4%)増，行橋市 345 人(6.0%)，遠賀町 256 人(8.3%)増などで増加している。これに対し，宗像市 168

人(3.9%)減をはじめとして，岡垣町 122人(3.0%)減などでは減少となった。  

(2) 産業分類別通勤者  

 市外から通勤するもの 69,994人を産業大分類別に見ると，製造業が 17,100人(市外からの通勤者に占める

割合 24.4%)と最も多く，次いでサービス業 16,885人(同 21.1%)，卸売・小売業,飲食店 12,825人(同 18.3%)

と続いている。  

 市外からの通勤者の多い製造業を通勤者の常住地別に見ると，中間市に常住するものが 2,554人(製造業の

市外からの通勤者に占める割合 14.9%)と最も多く，次いで行橋市 2,023 人(同 11.8%),水巻町 1,496 人(同

8.7%)などと続いている。 

 

表－6 常住地による従業市町村,産業(大分類)別 15歳以上就業者数 

 

表－7 従業地による常住市町村,産業(大分類)別 15歳以上就業者数 

 

 



 

5 流入超過人口  

 昼間に通勤・通学のために市外から本市に流入してくる人口と，市外に同じく通勤・通学のために流出す

る人口との差である流入超過人口は，通勤者 31,301人，通学者 8,729人の合計 40,030人となった。これは

平成 2年調査と比べ通勤者 6,083人(16.3%)減，通学者 465人(5.6%)増の合計 5,618人(12.3%)減であった。 

 

表－8 昼間流動人口 

 

 

 流入超過人口は，昭和 50年の 57,591人をピークとして減少し，前回平成 2年調査では，昭和 38年の市

制施行以来最低となったが，今回はそれを更に下回る結果となった。  

 

(参 考) 大都市の昼間人口  

 

 


